
市川市保健センター

特定健診・特定保健指導の委託先の質の担保について

市川市の概要

市川市は千葉県北西部に位置し、北は松戸市、東は
船橋市と鎌ヶ谷市、南は浦安市と東京湾に面し、また江

戸川を隔てて東京都江戸川区・葛飾区と相対している。
都心から20キロメートル圏内にあり、文教・住宅都市と

して発展している。都心部と県内各地域を結ぶ広域交
通が集中しており、ＪＲ総武線・京葉線・武蔵野線、京成
線、東京メトロ東西線、都営新宿線、北総線といった鉄
道網が発達し、京葉道路・湾岸道路・国道14号などの幹

線道路が東西方向に通っている。

位置（市役所） ──── 東経１３９度５５分
北緯 ３５度４３分

東西延長 ───────── ８．２㎞
南北延長 ───────── １３．４㎞
面 積 ──────── ５６．３９㎢
人 口 ──────── ４７０，９９０人

（平成２６年４月３０日現在）



市川市の特定健診・保健指導

平成２０年度

国民健康保険課
○実施計画
・進捗管理

保健センター
○特定健診
・受診券の発行
・審査、支払い

○特定保健指導の実施
○ポピュレーションアプローチ

平成２１年度以降

保健センター 疾病予防課
○特定健診
・受診券の発行
・審査、支払い

○特定保健指導の実施

保健センター 健康支援課
○ポピュレーションアプローチ等

市川市の特定健康診査

市川市医師会及び浦安市医師会へ委託 （個別健診）

実施期間 ４月１日から３月３１日までの通年実施

各種がん検診と同時に実施

受診券発送 誕生月で分け年３回発送



対象者と受診率

年度 対象者数 受診者数 受診率

平成２０年度 ７９，６５５人 ３５，１９８人 ４４．２％

平成２１年度 ７８，５７３人 ３３，２７３人 ４２．３％

平成２２年度 ７９，１５９人 ３３，６７２人 ４２．５％

平成２３年度 ８０，７９３人 ３５，２６６人 ４３．６％

平成２４年度 ８０，１０５人 ３５，６８８人 ４４．６％

市川市の特定健康診査

特定保健指導への流れ

特定健診
（個別医療機関）

・受診
・結果説明

特定保健指
導
（常設会場）

・面接
・継続支援

市民

保健指導実施者

２ヵ月後
利用券発送

電話申込み

市



市川市の特定保健指導

発生率と実施率

年度 発生率 対象者数 実施者数 実施率

平成２０年度 １１．０％ ３，８８４人 ３０１人 ９．９％

平成２１年度 １０．０％ ３，３３８人 ２９１人 １０．３％

平成２２年度 ９．７％ ３，２６３人 ３９９人 １１．３％

平成２３年度 ８．９％ ３，１５１人 ４４４人 １４．１％

平成２４年度 ８．６％ ３，０７２人 １，０３５人 ３４．０％

第１期 市川市特定健康診査等実施計画

○施策の展開

・実施方法

平成２０年度 市民の利便性を考え、来所しやすい公的施設にて
直営で実施

平成２１年度以降 外部委託も視野に入れ、平成２０年度に検討する

外部委託決定



平成２０年度 特定保健指導

○直営 市職員 ４名 （保健師 ３名 管理栄養士 １名）

☆受付 本人からの申し込みのみ（勧奨はしていない）

☆マニュアル作成

☆委託に向けた ・仕様書の作成

・予定価格設計

・予算折衝等

市川市 特定保健指導の方向性

目標 対象者一人ひとりに手厚い支援を実施

理由 リスクが軽いほど生活習慣の改善が効果的

動機付け支援 ≒ 積極的支援

同じような支援を計画し個別対応



運動教室

○特定保健指導のオプションとして運動教室を開催

参 加 者 ・頻度 週１回程度
・期間 ６ヶ月間
・費用 無 料

開催状況 ・期間 通 年
・頻度 週３回
・運営 直 営

市川市健康サポートルーム

JR本八幡駅徒歩１分

７階 サポートルーム

サポートルーム内の様子



平成２１・２２年度 特定保健指導

○委託 業者選定方法 一般競争入札

☆業 者 Ａ社（医薬系企業）

☆良い点 市川市の特定保健指導をともに作り上げようと
する姿勢のある業者

☆悪い点 ・社員等の退職が多く、「質」について不満
・直営に比べ申込み数が激減
・電話勧奨、郵便による勧奨が必要となった

平成２３年度 特定保健指導

○委託 業者選定方法 一般競争入札

☆業 者 Ｂ社（出版系企業）

☆良い点 低額での落札

☆悪い点 ・仕様書を狭義にとらえ要望どおりに動かない
・自社製品のオプションを売り込む
・社員の定着も悪く、支援の質も低かった
・途中脱落が多く完了率が低かった



特定保健指導 評価状況

初回
面接
(業者)

A

評価面接
（業者）

アンケート
（市）

脱 落

B B/A C C/A
発送数

D D/A
内

ｱﾝｹｰﾄ
脱落a a/A

２１年度 ２９１人 ２３７人 ８１．４％ ３１人 １０．７％ ４２人 １４．４％ ２３人 ７．９％ １７人

２２年度 ３５５人 ２７７人 ７８．０％ ３７人 １０．４％ ５８人 １６．３％ ４１人 １１．６％ ２１人

２３年度 ４３２人 ３４８人 ８０．５％ １５人 ３．５％ ６０人 １３．９％ ６９人 １６．０％ ４５人

業務委託の評価

○実施率が上がらなかった

○支援内容が薄く、内容が思い通りにならない

○脱落率が高い

○進捗管理するため常にチェックが必要

○委託先社員等の退職

○仕様書作成の難しさ

○市川市が目指すきめ細かな手厚い支援ができない



委託期間の市の取り組み

平成２２年度～平成２３年度

利用券発送 市民

申込み有り

申込み無し

委託業者
（個別指導）

グループ支援（直営）

市

契約方法の再検討

随意契約

×

競争入札

◎

総合評価

×



直営実施の再検討

平成２４年度当初予算 積算時

委託料 動機付け支援 ６０１人 １５，８５９，３４６円
積極的支援 ２６３人 ９，４８７，０３１円

合 計 ８４６人 ２５，３４６，３７７円

賃金 定数外職員 専門職 ２人 ５，７８６，９００円
事務職 ２人 ３，８８５，７００円

合 計 ９，６７２，６００円

差 △１５，６７３，７７７円

委託の場合

直営の場合

平成２４年度 実施目標の推移

当初

実施率
１５％

開始直後

実施率
２０％

１２月ころ

実施者
１０００人

実績 実施者数１，０３５人 実施率３４．０％



市川市の直営によるメリット

○市の信用により実施率が上がった
・申込みが少ないのは変化無いが、勧奨電話の警戒心が薄

れた。

○フレキシブルな対応が可能となった
・市民の取り組み意欲を継続できる。
・市民の気持ちをガッチリキャッチ。
・思い通りの支援が出来、手出しできなかったジレンマが

解消。

○市川市が目指すきめ細かな手厚い支援が出来る
・勧奨の際に、参加につながらない場合でも次年度以降へ

向けよい関係を作っておくことが出来る。
・前年に支援を行った方へ健診結果の賞賛など、良い関係が

保てる


